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A．SA 設備の OLM 実施時の定性的リスク評価 
常設空冷式発電機（PWR） 

A.1 初期有効性評価 
A.1.1 シナリオ評価 

SA（全交流動力電源喪失）時に常設空冷式発電機は、炉心損傷防止又は格納容器

破損防止のため必要な機器に電力を供給するため、事象発生 10 分後からの起動準備

が期待されているが OLM 中で使えないため、炉心損傷防止又は格納容器破損防止の

ための必要な機器に電力を供給できる可搬型代替電源設備を予め配置する。また、

常設空冷式発電機は、7 日間連続運転で電力を供給できる設計となっていることから、

可搬型代替電源設備についても、7 日間連続運転可能な燃料及び燃料供給手段を確保

する。 
運転員が可搬型代替電源設備により炉心損傷防止又は格納容器破損防止のため必

要な機器に電力を供給できるよう、手順書、及び予め配置した可搬型代替電源設備

を用いた教育訓練を実施する。若しくは、可搬型代替電源設備の操作の力量を有す

る緊急安全対策要員を可搬型代替電源設備の専任操作者として配置する。 
可搬型代替電源設備の操作手順書には、常設空冷式発電機 OLM 時には、補償措置

として可搬型代替電源設備をあらかじめ配備する旨記載する。 
 

A.1.2 機能適用性 
要求される機能は、可搬型代替電源設備により炉心損傷防止又は格納容器破損防

止のため必要な機器に電力を供給することである。 
 

A.1.3 装置性能 
可搬型代替電源設備は、炉心損傷防止又は格納容器破損防止のために必要な機器

の負荷（約 950kW）に対し十分な電力を供給（約 1,500kW）できる性能を有してい

る。 
可搬型代替電源設備の燃料消費量は、常設空冷式発電機に比べ十分少なく、燃料

補給は常設空冷式発電機と同じ手段にて補給するため燃料供給について必要な性能

を有している。 
 

A.2 装置の利用可能性と信頼性 
A.2.1 設備の利用可能性 

可搬型代替電源設備は、常設空冷式発電機の点検中は所定の場所に予め設置し、

使用可能な状態とする。なお、残りの可搬型の電源設備は、通常の保管先にて管理

する。 
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A.2.2 信頼性、試験及び保守 
可搬型代替電源設備については、保全計画に従い定期的に点検を実施している。

また、定期的に起動試験を実施することから信頼性は確保されている。 
 

A.2.3 配置と輸送能力 
可搬型代替電源設備は、通常の保管場所から所定の設置場所に輸送する。配備に

際し必要により、他機器への悪影響防止等の観点から必要な措置を行う。 
 

A.3 時間の利用可能性とマージン 
SA に関する有効性評価の結果、事象発生から電力供給が必要となる最も短い制限

時間は、格納容器破損防止のための格納容器スプレイが要求される約５０分である。 
起因事象のスタートは、全交流動力電源喪失である。運転員がプラント条件を評

価し、可搬型代替電源設備の起動を判断するために必要な時間は１０分と想定する。 
電力供給までの初動作業については、可搬型代替電源設備は設置、また、ケーブ

ルも敷設しているため、可搬型設備の配備時間は不要。また、起動操作は現場操作

となるため移動時間を含めた必要な時間は１０分と想定する。  
従って、事象発生から電力供給に要する時間は２０分となり格納容器スプレイ要

求まで３０分程度の余裕が確保できる。 
 

A.4 指揮統制 
A.4.1 手順及び書面による指示 

可搬型代替電源設備による電力供給手順は、重大事故時に可搬型代替電源設備に

より電源供給する手順と同じであることから重大事故対応手順を準備する。 
 

A.4.2 訓練 
可搬型代替電源設備は SA 設備であり力量習得時の訓練及び毎年力量維持に関す

る訓練を実施していることから、緊急安全対策要員の力量を有したものであれば操

作に関する力量は有している。 
 

A.4.3 人員配置及び伝達 
緊急安全対策要員の力量を有する者の中から、可搬型代替電源設備による電力供

給操作を行う要員を指名する。また、可搬型代替電源設備は屋外に設置されること

から、起動の際の専用通話装置を準備する。 
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A.5 環境課題 
 内部火災 

可搬型代替電源設備の設置場所は外部であるため内部火災の影響はない。 
但し、電源が供給される機器までの電路については、内部火災の影響を受け

る可能性のあることから、火気使用制限等のリスク低減を図る。 
 

 内部溢水 
可搬型代替電源設備の設置場所は外部であるため内部溢水の影響はない。 
但し、電源が供給される機器までの電路については、内部溢水の影響を受け

る可能性があることから、内部溢水の原因となるような作業を制限しリスク低

減を図る。 
 

 地震 
予め設置される可搬型代替電源設備は、地震中の損害の可能性を縮小するた

めに固定用具で固定するとともに、周囲に悪影響を及ぼさないよう、周辺機器

と離して設置する。 
 

 外部溢水、強風、極端な温度上昇 
期間中における潜在的な影響を特定するために、天気予報等により起因事象

等が発生する可能性の低い時期を選定しリスク低減を図る。 
 

以上 
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B．SA 設備の OLM 実施時の定性的リスク評価 
常設低圧代替注水設備（BWR） 

B.1 初期有効性評価 
B.1.1 シナリオ評価 

常設低圧代替注水設備は、重大事故等時に炉心の著しい損傷を防止又は格納容器

破損防止のため、原子炉の冷却及び原子炉格納容器の冷却を行うための設備として

使用する。 
常設低圧代替注水設備は事象発生から短時間で注水することを期待しているが、

OLM 中の場合、常設低圧代替注水設備が使用できないため、可搬型代替注水設備を

予め配置し、注水手段を確保する。 
なお、補償措置の可搬型代替注水設備は OLM 機器である常設低圧代替注水設備と

比べ、注水開始時間を要すること及び注水流量は少ないことから、可搬型代替注水

設備が補償措置として有効である評価が必要である。 
 

B.1.2 機能適用性 
要求される機能は、可搬型代替注水設備による原子炉及び原子炉格納容器の冷却

により、炉心損傷防止又は格納容器破損防止が可能なことである 
 

B.1.3 装置性能 
可搬型代替注水設備は外部水源を利用し、原子炉及び原子炉格納容器へ注水する

能力を有する。なお、定格容量は常設代替注水設備よりも低容量である。 
外部水源により 7 日間以上の注水が可能である。 
可搬型代替注水設備への燃料補給は容易である。 

 
B.2 装置の利用可能性と信頼性 
B.2.1 設備の利用可能性 

可搬型代替注水設備は、常設低圧代替注水設備の点検中は所定の場所に予め設置

し、使用可能な状態とする。なお、残りの可搬型代替注水設備は、通常の保管先に

て管理する。 
 

B.2.2 信頼性、試験及び保守 
可搬型代替注水設備については、保全計画に従い定期的に点検を実施する。また、

定期的に起動試験を実施することにより信頼性を確保する。 
 

B.2.3 配置と輸送能力 
可搬型代替注水設備は、通常の保管場所から所定の設置場所に輸送する。配備に
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際しては必要により、他機器への悪影響防止等の観点から必要な措置を行う。 
 

B.3 時間の利用可能性とマージン 
可搬型代替注水設備を適用するためには、可搬型代替注水設備の注水準備が整っ

た後に原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧した後に注水する。減圧操作は中央制御

室から主蒸気逃がし安全弁を操作することにより短時間で減圧可能であるため、可

搬型代替注水設備の注水準備に要する時間が制約条件となる。 
【注水までの手順の例】 

1. 可搬型代替注水設備で原子炉圧力容器に注水するためのタイムラインに

ついては、可搬型代替注水ポンプ及びホースを予め設置するため、設備

の配備時間は不要である。 
2. ポンプ起動までの作業時間は現場へのアクセス及び手動弁の操作を含め、

約 30 分であると評価する。 
3. 中央制御室から常設配管に設置される注水ラインの電動弁の開操作及び

RPV の減圧操作並びに現場でのポンプ起動を行い、原子炉圧力容器へ注

水するまでの実行時間は約 10 分であると評価する。 
4. 以上より、 OLM 時には事象発生約 40 分後から大量送水車による注水が

可能であるが、重大事故等対策の有効性評価の結果、常設低圧代替注水

設備による注水が必要となる最も短い制約時間は事象発生約 30分後であ

るため、 OLM 時の可搬型代替注水設備の注水による有効性を解析によ

り評価する必要がある。 
 

B.4 指揮統制 
B.4.1 手順及び書面による指示 

可搬型代替注水設備による注水手順は、重大事故等時において保管場所に配備さ

れた状態から注水完了までの手順が整備されているため、 重大事故対応手順を準備

する。 
 

B.4.2 訓練 
可搬型代替注水設備は重大事故等対処設備であり、注水訓練は重大事故対応手順

に従い実施している。 
 

B.4.3 人員配置及び伝達 
可搬型代替注水設備による対応を実施するための要員を確保し、整備された手順

書に従い、対応を行う。また、可搬型代替注水設備は屋外に設置されることから、

通信連絡設備を準備する。 



 6 / 6 
 

B.5 環境課題 
 環境条件により可搬型代替注水設備が使用できない可能性があるため、 リスク評価

を実施する必要がある。 
 内部事象 

可搬型代替注水設備は屋外に設置されるため、内的事象の影響を受けない。

原子炉建物内に設置される設備は、防護措置等を図ることにより機能喪失のリ

スク低減を図る。 
 

 外的事象 
基準地震動、基準津波、竜巻等により機能喪失しないこと及び周囲へ悪影響

を及ぼさないよう設置する。 
 

以上 
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